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■作成方針 

本報告書は、「環境情報の提供の促進等による特定事業者の環境に配慮した事業活動の促進に関する法律 

（環境配慮促進法）」に準拠し、環境省の「環境報告ガイドライン 2012 年度版」を参考に作成しました。 

■対象組織 

国立大学法人茨城大学 

■対象範囲 

茨城大学水戸キャンパス、日立キャンパス、阿見キャンパス及び附属の施設を対象としました。 

■対象期間 

2021 年度（2021 年 4 月 1 日～2022 年 3 月 31 日）を対象としました。 

■公表の方針 

環境報告書は茨城大学のホームページで公表しています。 

https://www.ibaraki.ac.jp/disclosure/corporate/environment/ 
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 一昨年、政府が宣言した「カーボンニュートラル（CN）」に対する関心が高まっています。CN 宣言とは、二酸化炭素

（CO2）だけでなく、温室効果ガス全体の排出を 2050 年までに全体的にゼロにするというものです。まず、CO2 以外の「温

室効果ガス」とは、CO2 よりも温室効果の力が強い、メタン（CH4）や一酸化二窒素(N2O)、そして人工的なフロンなどが含

まれます。湿地や水田は CH4 の主要な発生源であり、また、農地全般では窒素肥料に由来する N2O が発生しています。

CO2 ばかりが注目されますが、その他の温室効果ガスの排出への関心も必要だと思います。もう一つの論点は、「排出を

全体的にゼロ」をどう捉えるかです。環境省の HP では、人為的な排出量から、植林や森林管理などの人為的な吸収量

を差し引いて、合計を実質的にゼロにするという説明があります。私見ですが、話を簡単にするとは言え、“人為的な”に

限定することによって、全体像を語らないロジックが気になっています。 

 全体像とは、地球全体のリザーバーとフロー（またはフラックス）を見ることです。ちょっと古いのですが、Shively ら(2001)

の計算を紹介します。カーボン（炭素、C）のリザ-バーは、大気（720～750 ペタグラム(Pg)、P=1015）、地球表面の生物

由来の有機炭素（2,100～2,300 Pg）、地下の化石燃料（4,130 Pg）の 3 つです。炭素は、この 3 つのリザーバーを行っ

たり来たりします（フロー）。大気中の炭素から有機炭素に変わるフローが光合成です。逆に、有機炭素から大気のCO2に

なるフローが地球全体の生態系の呼吸です。IPCC の第 5 次報告書（2013 年）を参照すれば、光合成のフローが年間

123 Pg C、逆の生態系呼吸は年間 118.7 Pg C でほぼ同じです。人為的な CO2 排出量は年間 8.9 Pg C ですので、生

態系呼吸の 1/10 以下になります。この比較で、人為的な排出量の大小の評価については専門家に任せますが、私の

関心は、生態系呼吸の方にあります。 

 一般的には、生態系呼吸の 80%を占めるのは土壌呼吸です。これは、根の呼吸と土壌微生物の分解活動による呼吸

の和です。Bond-Lamberty & Thomson (2010)の分析によれば、2008 年の地球全体の土壌呼吸速度は年間 98±12 

Pg C であり、それ以前の 1989～2008 年の間でみると、１年あたり 0.1 Pg C（１億トンの炭素）の増加率で年々高まった

こと、大気温度の上昇に対して正の応答があることが分かってきました。すなわち、地球温暖化が生態系呼吸（＝生態系

の CO2 排出）を加速しているのではないか、ということです。より正確には、土壌呼吸速度の上昇は、土壌に貯蔵された

古い炭素の放出に起因するのか、植物の光合成促進で炭素の土壌流入が増えたことによるのかを見極めることが重要

です。 

以上に述べたように、人為的な CO2 排出量にばかり注目すると、地球全体で起こっている温室効果ガスの状況を見

過ごすかもしれません。本環境報告書の「環境負荷とその低減活動」の項についても、同じ見方が必要でしょう。本学の

CO2 排出量、エネルギー消費、水の動き、廃棄物量に関する数値の変動に一喜一憂するだけでなく、それが社会や地

球の状態につながっていることを想像することも大事なはずです。 

最後に、2022 環境報告書の作成と執筆に関わったワーキンググループの皆さまに感謝申し上げます。 

  

 

令和４年9月21日 

国立大学法人茨城大学学長 
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FES（Food Education Supporter）～食育応援隊～ 

代表者 農学部地域総合農学科3年 柴田 咲季  

 

連携先 

JA 水郷つくば 阿見支店営農経済課 

阿見小学校 
阿見第一小学校 
阿見第二小学校 
本郷小学校 
あさひ小学校 
君原小学校 
舟島小学校 

顧問教員 

安江 健 （農学部・教授） 
参加者 

柴田 咲季（農学部地域総合農学科 ３年） 
吉富 瑠夏（農学部地域総合農学科 ３年） 
飯田 彩名（農学部食生命科学科  ３年） 

永井 幸奈（農学部食生命科学科  ３年） 
相馬 尚実（農学部地域総合農学科 ３年） 
竹中 彩 （農学部地域総合農学科 ３年） 
長島 彩奈（農学部地域総合農学科 ３年） 
金子 琴音（農学部地域総合農学科 ３年） 
兼子 理梨（農学部地域総合農学科 ２年） 
渡辺恵里花（農学部地域総合農学科 ２年） 
永尾美紗登（農学部食生命科学科  ４年） 
杉原ほのか（農学部地域総合農学科 ４年） 
石倉 未悠（農学部地域総合農学科 ４年） 
鬼澤 彩乃（農学部地域総合農学科 ４年） 
木村 玲司（農学部地域総合農学科 ４年） 
小林 由莉（農学部地域総合農学科 ４年） 
成嶋 緑 （農学部地域総合農学科 ４年） 
堀池 志帆（農学部地域総合農学科 ４年） 
松浦 拓哉（農学部地域総合農学科 ４年） 

森山 光 （農学部地域総合農学科 ４年） 
草谷奈津子（農学部実践農食科学修士２年） 
黒沢まりな（農学部実践農食科学修士２年）  

 
 
酒井 円香（農学部実践農食科学修士２年） 
宮田 海 （農学部実践農食科学修士２年） 
渡邊 明花（農学部実践農食科学修士２年） 

プロジェクトの概要 

●背景 
阿見町では、町教育委員会と JA 水郷つくばによ

り、町内の小学校に対し食育事業が行われていた。こ

の活動に 2014 年度～2016 年度までは有志の学生が

自費で支援を行い、現在まで食育事業を継続できたと

いう背景がある。そして 2017 年度からは有志の学生

が増えたことで、更なる参画ができると考え、本プロ

ジェクトに応募し、採択された。私たちは、主体的に

小学生との交流活動を行うことで、食育活動の継続と

発展を目指している。 
●目的 
茨城大学農学部キャンパスがある阿見町の 7 つの

小学校で、小学生の食育活動を支援する。将来を担う

子供たちの食および茨城大学、地元への関心を高める

ことで、阿見町の発展に貢献することを目的として活

動している。 
●食育への思い 
 私たちの活動は、実際に小学生とふれあいながら農

業の楽しさや食の大切さを学ぶきっかけづくりが出来

ることを強みとしている。  
農村の高齢化・過疎化、農業の後継者不足など様々

な課題が発生している中で、一人でも多くの児童に

「食」や「農業」、また「阿見町」の魅力を感じても

らいたいという思いで活動している。また、小学生は

未来を担う宝であり、FES の活動が将来の阿見町の

活性化に繋がるということで、提携先の JA 水郷つく

ばの職員の方々や小学校の先生方も、熱意をもって協

力、支援して下さっている。  
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●活動内容 
新型コロナウイルス流行前までは、小学校での主

な活動として、 
①授業サポート 
②農業についての授業・農作業 
③食に関する広報誌の作成・配布 

を行っていた。 
本年度は、新型コロナの影響から、 
①食に関する広報誌の作成・配布 
②農業についての授業・農作業サポート 

を中心に活動した。 
プロジェクトの成果報告 
●今年度の活動および成果 
①食に関する広報の作成・配布 

FES では毎月、提携先の 7 つの小学校へ向けて

「もぐもぐ通信」という題で、食や農業に関する広

報誌を作成・配布し、小学校の各クラスに掲示して

いただいている。本誌の作成にあたっては、カラフ

ルな色でまとめたりイラストを多用したりすること

で、低学年の子供たちにも楽しく読んでもらえるよ

うに内容やデザインを工夫した。 

 
図 1：「もぐもぐ通信（2021 年 9 月号）」 

 
本年度は、この広報誌の作成・配布が活動の中心

となった。そして、この「もぐもぐ通信」を来年度

以降より良いものにしていくために、以下のような

アンケートを実施し、その結果をまとめた。  
 
〈アンケート結果（教員 16 名）〉  

⑴ 「もぐもぐ通信」を通じて、児童の皆さんは食

への興味関心が高まりましたか？（※ 「まん延

防止等重点措置」期間中のアンケート実施により、

担任の先生方による任意回答） 
➡多くの先生方から、ほとんどの児童の食への興味

関心が高まっていたとの回答があったが、中には

クラスの半数以上の児童が食への興味関心を実

感していないという回答もあった。 
 

⑵ 担任の先生からの視点で、児童の皆さんの食へ

の興味関心は高まったと感じますか？（選択回答

式）  

➡９割を超える先生方から、児童の食への興味関心

が高まったと感じたとの回答があった。 

 

⑶「もぐもぐ通信」の内容で面白かったものは何で

すか？（順位回答式）  

➡１位 クイズ、なぞなぞ  

２位 食にまつわる豆知識  

３位 季節のイベントや行事について  

クイズなどの内容が面白かったという意見が多か

った。  

 

⑷ 今後、「もぐもぐ通信」に取り上げて欲しい記

事は何ですか？（選択回答式・複数選択可）  

➡頻繫に掲載している「イベントや行事における食

文化」についてのリクエストが最も多かった。そ

の他、これまであまり掲載したことのない「食材

の調理法やおいしい食べ方」や「農産物の栽培方

法」についてなどのリクエストもあった。 

  

⑸ その他、「もぐもぐ通信」に対するご意見・ご

要望はありますか？（自由回答）  

➡“児童はもちろん、担任も大変勉強になっていま

す。”“掲示の場所を工夫したり、子供たちに読

んであげるなどアピールしたりすることを積極的

に行うようにします。”といったありがたいご意

見を数多くいただいた。  

 

－アンケートの結果を踏まえて－ 

面白かった内容として「クイズ、なぞなぞ」の回答

が多かったことや、今後取り上げてほしい記事として、

環
境
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
、 

 

社
会
貢
献 
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頻繫に掲載している「イベントや行事における食文化」

についてのリクエストが最も多かった他、あまり掲載

したことのない「食材の調理法やおいしい食べ方」や

「農産物の栽培方法」についてのリクエストもあった

ことから、今後はイベントや行事における食文化を中

心に、これまで掲載したことのない記事も掲載してい

こうと思う。また、低学年から高学年まで全ての児童

に本誌を楽しく読んでもらえるように、引き続きイラ

ストを多用したりクイズを取り入れたりすることで、

内容の工夫にも努めていきたい。  

さらに、“「もぐもぐ通信」の配布する時期を早め

ると、子供たちの食への関心がより高まりそう”とい

うご意見をいただいたことから、来年度からは、前の

月の末までに各小学校へ本誌の作成・配布が完了でき

るように、団体としての体制を整えていこうと思う。 

 

②農業についての授業・農作業サポート  

提携先の JA 水郷つくばの職員の方々と共同で、

君原小学校でのサツマイモ収穫作業のサポートや、

阿見第二小学校でのレンコンの授業と茨城大学農

学部の紹介などを実施した。 

 

図２：小学校での農作業サポートの様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３：小学校での授業の様子 

コロナ禍では、小学生とふれあいながら食育活動を

行うことは難しくなってしまったが、小学生の真剣に

授業を聞く姿や一生懸命農作業に取り組む姿を見て、

さらに食育活動に励んでいきたいと感じた。  

●今後の展望  

今年度も昨年度に引き続きコロナ禍では、直接小

学生とふれあいながらの食育活動が思うように出来

なかったが、来年度は新型コロナウイルスの感染状

況を見つつ、可能な限り活動の幅を広げていきた

い。  

また、食育活動の継続はもちろん、向上のためには

周囲の方々の協力が不可欠であるため、お世話になっ

ている方々への感謝の気持ちを忘れずに、阿見町の食

育応援隊として今後も食育活動に励んでいきたい。 
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（１）常総市における交流人口の動線デザインに関する調査 
調査メンバー 冨山和弘（常総市常創戦略課）、伊藤哲司（人文社会科学部） 

一ノ瀬彩（工学部）、高瀬唯（農学部）、伊藤雅一（全学教育機構） 
馬場紗矢香（人文社会科学部研究アシスタント） 
扇谷匠（理工学研究科博士前期課程院生） 

 
研究概要 
 常総市では、2023 年春に道の駅を新規開業します。これにともない、市内を訪れる交流人口の増加が見込

まれています。本研究では、来客者の交通手段として、自動車、自転車、徒歩に着目し、それらによる来客者

がどのような動線で移動するのか看板設置状況を調査しています。スムーズな動線であれば、環境負荷の軽減

に貢献すると考えています。また、道の駅以外の地域資源に着目し、農の景観体験やまち歩きなどの動線モデ

ルを提案することで、自然体験や持続可能な観光モデルを構築する基盤を整理できると考えています。 

研究の内容 
1. 調査研究の背景 

常総市では、2023 年春に道の駅を新規開業しま

す。圏央道常総インターチェンジに隣接する土地

に、「アグリサイエンスバレー」（食と農と健康をテ

ーマに農業 6 次産業化を推進する拠点整備）とい

う構想に基づき、従来の道の駅にある商業施設のほ

か、観光農園や農産品関連企業を誘致する計画と

なっています（常総市 2022）。 
これにともない、市内を訪れる交流人口の増加が

見込まれています。観光客の動線をスムーズな移動

となるよう検討する必要性に併せて、その動線上に

既存の地域資源を配置することで、短期的な地域

との関わりになりがちな交流人口から、中長期的な

関わりとなる関係人口への移行も企図することが

地域住民から求められています。 
 
2. 調査研究の観点 

建築計画などの分野において、動線やゾーニン

グはシンプルにデザインすることが基本と考えら

れ、効率的に行為を連続的にこなせる短い動線と

なることが求められます。その一方、あえて動線

を長くしたり、異なる種類の動線を交錯させたり

することで、新たなコミュニケーション機会を創

出する計画が応用として注目されてきました（篠

崎 2013、pp.60—61）。 
本研究では、来客者の交通手段として、自動車、

自転車、徒歩に着目し、それらによる来客者がどの

ような動線で移動するのか看板設置状況を調査し

ています。この調査と併せて、道の駅以外の地域資

源に着目し、田畑や水辺、豊田城や坂野家住宅（豪

農の住居）など、農の景観体験を調査してきました。

また、水海道駅周辺の街並みを地元の郷土史家の

ガイドで調査するなど、まち歩きのあり方を模索し

てきました。以下、これまでの調査研究の概要を述

べていきます。 
 
2－1 自動車の観点 

道の駅には、圏央道常総インターチェンジからの

アクセスが良好である一方、どのように、道の駅の

みを行き来する交流人口ではなく、市全体を回遊す

る交流人口を創出していくかという課題がありま

す。そのためには、隣接する地域から道の駅までの

往来をスムーズにする案内看板のあり方や、既存の

2-1 環境配慮のための研究活動 
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地域資源の案内看板を整備していく必要がありま

す。 
まずは、市内の案内看板の実態を把握するために

2 回のワークショップ型調査を実施しました。1 回

目の調査として、（コロナ禍対応のため）オンライ

ンによるワークショップを実施しました（2021 年

12 月 9 日）。具体的には、3 つのグループに分かれ

て、市内を Google マップのストリートビュー機能

で見て回り、案内看板の概要を把握しました。案内

看板の中には、老朽化が目立つもの、情報が古いも

の、見づらいものなどがあることがわかり、実際に

現地で見て回る場所や観点を具体化することがで

きました。 
1 回目の調査をふまえた 2 回目の調査は、自動

車移動によるワークショップを実施しました（2022
年 3 月 25 日）。具体的には、3 台の車に分乗し、

それぞれのルート上で気になった案内看板を写真

に撮り、その写真について印象を書き込んでいくキ

ャプション評価法による調査を行いました。車を利

用して市内を回ったことで、車の移動速度では読む

ことが難しい案内看板、角度や障害物の影響で見

づらい案内看板などをマップ上にプロットするこ

とができました。また、案内看板があると望ましい

場所や、既存の案内看板を活かせそうな場所なども

明らかになりました。 

 
▲車内から見た案内看板 

今後、写真上に仮想の案内看板をデザインした

り、現地に仮の案内看板を設置したりする実装的

な調査を行うことで、調査結果および、それをふま

えた提案をまとめていく予定です。 

2－2. 自転車の観点 
常総市は、小貝川沿いに整備された約 30km に

およぶ小貝川サイクリングロード（茨城県道 502
号取手常総自転車道線）と、一部を残して 2021 年

1月に開通した鬼怒川サイクリングロードに沿う地

理となっています。特に、水海道駅周辺の市街地は、

2 つのサイクリングロードの中継地に位置し、自転

車愛好家向けの案内看板や、地域資源を知る案内

看板の整備が効果的だと考えられます。 

 

▲サイクリングロードでの調査 

これらの点に関して、自転車愛好家を対象に調

査を行いました（扇谷・一ノ瀬・辻村 2022）。サイ

クリングロードの道中で気づいたことや印象に残

ったことなどを尋ねたところ、一部サイクリングロ

ードが途切れる箇所で続きのロードへ至る道が分

からない、水海道駅からサイクリングロードに至る

までに少し迷う、サイクリングロードの途中に休憩

場所がないことなどが課題点として明らかになり

ました。 

 

▲自転車愛好家への調査 
今後、自転車愛好家目線の案内看板やロードサ

イン、休憩所の設置などを検討していく必要があり

ます。 
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2－3. 徒歩の観点 
自動車による調査、自転車愛好家の調査と続け

ていくなか、徒歩の観点からも調査することで、交

流人口の移動を総合的に把握することができると

考え至りました。常総市は、市内を南北に縦断する

関東鉄道常総線が公共交通機関の 1 つとなってい

ます。中でも、市役所の最寄り駅である水海道駅は、

道の駅へ向かう主な出発点になると考えられ、まち

歩きイベントなどの展開可能性があります。また、

都市計画などの観点から、ウォーカビリティ

（walkability）という歩きやすい街、徒歩圏で生

活できる街を志向する動きがあります。 
こうした経緯のもと、徒歩の可能性を探るため、

まち歩きをするワークショップ型調査を実施しま

した（2022 年 6 月 11 日）。具体的には、水海道の

歴史に詳しい地元の店舗経営者にご協力をいただ

き、解説を聞きながら、水海道駅の西側地域でまち

歩きを行いました。また、同日に水海道駅の東側に

位置する黒い外観の木造倉庫（黒倉庫）、白い外観

の石造倉庫（白倉庫）を倉庫の関係者（地元の青年

会議所や工務店の方々）と見学しました。 

 
▲史跡の案内看板 

 このまち歩き調査によって、まち歩きを楽しめる

ような史跡などの地位資源が点在していること、そ

うした地域資源に詳しい地元関係者が複数人いる

こと、商店街の街路灯を案内看板設置に利用でき

そうなこと、その一方で、地域資源をめぐるための

案内看板がほとんどないこと、史跡の案内看板が老

朽化していること、まち歩きのための歩道整備の必

要性などが明らかとなりました。なお、この調査に

よって明らかになった地域資源については次項で

述べます。 
 

2－4. 地域資源の観点 
（１）農の景観体験 

常総市は、鬼怒川と小貝川を生かした広大な水

田地帯と丘陵地を生かした畑地帯があり、農を営

むのに適した地域です。その基盤を活かしつつ、先

進的な農によるまちづくりとしてアグリサイエンス

バレー構想が掲げられています。そこで、既存の農

と新たな農を結びつけ、訪問者の回遊を高める景観

形成方針を検討し、新たな提案を行うことに取り

組みました（高瀬 2022）。 
具体的には、まず、調査協力者 15 名と常総市内

を巡るモニターツアー（2021 年 12 月 1 日実施）

を行い、調査協力者による景観評価を行いました。

その後、景観評価をふまえて、調査協力者 18 名に

来訪者の回遊をもたらす農の景観構造のコンセプ

トについて検討してもらい、提案発表会を実施

（2022 年 2 月 2 日）しました。提案は、大別する

と「農業体験そのものを対象にしたコンセプト」と

「農の空間を様々な手段で楽しむコンセプト」が挙

げられました。前者は「畑や田んぼを借りて気軽に

自分のペースで農作業をするための景観」「農作物

の収穫と加工の両方を体験するための景観」「バス

ツアーで市内の様々な農業体験をめぐるための景

観」などでした。後者は「里帰りのように古民家で

リラックスした時間を過ごすための景観」「展望台

に登って筑波山を背景とした広大な水田を楽しむ

ための景観」「農地や空が広がる場所で､スポーツを

楽しむための景観」「地元で採れた食材を使った料

理を楽しむための景観」などでした。 

 
▲モニターツアーの様子 

具体的な提案が挙がることで、農の景観が具体

的な地域資源として有用であることが明らかとな

ってきました。こうした質的な検討と併せて、オン
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ラインアンケート調査（331 名が回答）による量的

な検討も行いました。詳細は、高瀬（2022）を参

照ください。 
 

（２）商人の町という歴史的な顔 
まち歩き調査によってみえてきた地域資源とし

て、商人の町という歴史的な顔があります。戦国時

代の頃から村として形成されてきた水海道は、江戸

時代の河川整備によって水運拠点として栄華を誇

るようになります。近江商人にルーツを持つ人々が

商業を展開し、その名残が現在の史跡として点在

しています。また、目に見える史跡だけではなく、

鈴木頂行が商人のあるべき精神性を示し、二宮尊

徳にも影響を与えたとされています。こうした一連

の歴史的背景は、まち歩きのモデル構築の要素とな

り、歴史ガイドの育成といった展開も考えられま

す。 
商人の町という歴史的な顔は、現在まで続いてい

ることが、黒倉庫と白倉庫の見学から明らかとなり

ました。大正時代から昭和時代初期に建設された

と思われる 2 つの倉庫は、たばこや米の保管とい

った役目を終え、あまり目立った利活用はされてい

ませんでした。そんな中、道の駅開業という契機、

水海道駅周辺の衰退への危惧が 2 つの倉庫のリノ

ベーションを具体化させつつあり、地元住民の憩い

の場や、自転車愛好家たちの集う場などが構想され

ています。 

 
▲黒倉庫（左右）と白倉庫（中央奥） 

3. 調査からみえてきたこと 
ジェイン・ジェイコブズ（1916—2006）は、都市

に関するジャーナリストとして、世界各国の都市を

分析し、都市の存続には創造都市が有効であると

いう提言をしました。その中で、ハード面を念頭に

「一定程度の密度で多様なものが集積しているこ

とが創造の源泉」と述べました。また、ソフト面で

は「インプロビゼーション」が必要であると主張し

ました。インプロビゼーションは、音楽のジャズに

おける即興演奏や演劇における即興劇を意味しま

すが、ジェイコブズは、住民が状況に応じて臨機応

変に創意を働かせて共生的な関係を創り出してい

く過程といった意味合いで使用しています（ジェイ

コブズ（1984＝2012）p.66,391）。 
この主張を本調査研究にあわせて考えると、まず

は、住民や来訪者が「多様なものが集積しているこ

と」を再認識していく必要があると考えられます。

点在する史跡や農の景観、商人の町という顔の過

去から現在までの動向といった地域資源を調査に

よって明らかにしてきました。この展開に続いて、

道の駅の集客にとどまらない「インプロビゼーショ

ン」の展開が考えられます。案内看板の設置状況の

調査と改善点の指摘によって、交流人口のスムー

ズな回遊と、（柔軟性をもちあわせた）地域の共同

性を促進する水路づけに貢献できればと考えてい

ます。 
 
4. 環境への貢献 

最後に環境の観点に言及しておきます。交流人

口の動線がスムーズな動線であれば、環境負荷の軽

減に貢献すると考えています。また、道の駅以外の

地域資源に着目し、農の景観体験やまち歩きなど

の動線モデルを提案することで、自然体験や持続可

能な観光モデルを構築する基盤を整理できると考

えています。SDGs の項目では、特に「9 イノベ

ーション（産業と技術革新の基盤をつくろう）」「11 
都市（住み続けられるまちづくりを」「15 陸上資

源（陸の豊かさもまもろう）」「17 実施手段（パ

ートナーシップで目標を達成しよう）」の 4 つと関
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連性が強いと考えられます。 
人間的な公共空間デザイン論を展開しているデ

ンマークの建築家ヤン・ゲール（1936—）は、人間

のスケールで公共空間をデザインするために、「街

を歩き、自転車に乗り、滞留する人が増える」こと

に着目しています（ゲール（2010＝2014）、pp.14—
15）。「人びとが歩きたくなる街」は「安全な街」

「健康的な街」の要素であると述べ、「徒歩、自転

車、公共交通機関」といった「グリーンモビリティ」

を併用していくことで、「持続可能な街」として強

化されていくと主張しています。環境負荷を軽減す

るこの併用のあり方について、引き続き本調査研究

で貢献できればと考えています。 
 
参考文献 
常総市 2022「常総市道の駅事業について」

http://www.city.joso.lg.jp/soshiki/keizaikanky
o/kyoten/dep_michinoeki/michinoekisinntyok
u/1647937963170.html （2022.7.7 確認） 

篠崎正彦 2013「動線とゾーニング」佐々木誠・篠

崎正彦・田中友章・藤岡泰寛『住むための建築計

画』彰国社 
扇谷匠、一ノ瀬彩、辻村壮平 2022「キャプション

評価法を用いた鬼怒川サイクリングロードのニ

ーズ調査 自転車の観光と日常の利用を考慮し

た河岸道整備に関する研究」日本建築学会大会

学術講演梗概集、pp.231—232 
高瀬唯 2022「農をテーマにした交流人口拡大のた

めの新たな景観形成方針の検討」茨城大学社会

連携センター『令和 3 年度茨城大学地域研究・

地域連携プロジェクト活動報告書』、pp.18—25  
J.ジェイコブズ（1984＝2012）中村達也訳『発

展する地域 衰退する地域』ちくま学芸文庫 
J.ゲール（2010＝2014）北原理雄訳『人間の街』

鹿島出版会 
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人文社会科学部 准教授 星 純子 
 

研究概要 
現代台湾におけるまちづくりと地域社会 
 

研究の内容 
 台湾における環境研究は、科学技術社会論、政策論、

環境経済学など既存の学問分野で研究されることが

多いですが、その中で特徴的なのは環境運動研究です。

本稿では学問の普遍性に留意しつつも、環境の意味や

環境問題の発生・展開が国や地域によって異なり、研

究者はそれを配慮しながら研究や教育を進めることが

あることを述べます。 
 台湾における環境問題は、多くの国や地域がそうで

あるように産業化以後始まったといえます。産業化が

いつ始まったかは諸説ありますが、これもまた多くの

国や地域がそうであるように、だいたい植民地支配時

代から始まったとするのが一般的です。台湾の植民地

時代、すなわち 1895—1945 年の日本統治期は農業社

会だった台湾に産業化をもたらしました。その産業化

が大企業中心だったのか、中小企業中心だったのかは

最近議論されるところですが、いずれにしても日本統

治期が産業化の嚆矢であることは多くの人が同意す

るところでしょう。 
 しかし、その国や地域によって何が産業化なのかは

地域的な多様性があります。台湾であれば、産業化と

いえば大規模な日本資本の製糖業のほか、大規模な林

業があげられます。これらの産業開発は土地の収奪を

めぐる問題を引き起こしました。例えば1895 年に、

台湾総督府は「官有林野及樟脳製造業取締規則」を発

布し、証明書のない原住民の土地を官有地としました。

証書がない土地を総督府の官有地とするということ

は、無文字社会であった原住民が多くの土地の所有権

を失うことを意味し、原住民はその生業たる狩猟や採

集において大きな困難を抱えました。 
 1930年代になると台湾は日本の南進の基地と位置

付けられ、急速に工業化が進みます。この工業化は当 

然さらなる土地の収奪や環境汚染をもたらしました 
が、それらが大きな問題となることはありませんでし 
た。なぜなら、植民地時代には政治的自由がなく、社 
会運動が起きにくい状況であったからといえます。も

ちろん、社会運動が全くなかったわけではなく、政治

運動は多く行われましたが、大きな環境運動は起こら

ず、環境汚染は問題化されなかったといえます。 
 では、環境汚染はいつから問題となったのでしょう

か。それは、民主化が大きくかかわっています。日本

の敗戦後、台湾は中華民国の領土となりました。しか

し、国共内戦に敗れて台湾に逃げてきた蒋介石率いる

国民党政権は、実効統治範囲の台湾においてあたかも

全中国を支配しているような虚構を維持し、台湾の位

置を中華民国の数ある省の一つとして、中央より1ラ
ンク低い省の位置に落としました。さらに、戦争直後

に中華民国憲法にもとづいて中国大陸で選出された

立法委員（日本の国会議員に相当）は正統性があるの

で、反攻大陸を実現するまで改選しないという法統と

呼ばれる正統性のもと、立法委員を改選しないばかり

か、中央政府において実効統治範囲の台湾出身（本省

人）の政治家や官僚をほとんど登用せず、統治してい

ない台湾省以外の出身者（外省人）を数多く中央政府

に起用しました。省議会など省以下の地方選挙は憲法

の規定にもとづいて実施されたものの、台湾人民の政

治的代表力は貶められたばかりか、国民党政権は台湾

全土を反攻大陸を実現するまでは内戦モードとする

長期戒厳令を 1949 年から 1987 年まで施行し、中華

民国憲法の総統三選禁止条項を棚上げし蒋介石を実

質終身総統としただけでなく、集会・結社の自由や言

論の自由を制限しました。このような状況下で台湾で

は 1960年代の高度経済成長期を経て 1970年代以降

に工場などによる水質汚染や大気汚染が顕在化しま

したが、政府は解決に消極的であり、環境問題を解決

（２）現代台湾におけるまちづくりと地域社会 
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しようとする社会運動にとって、まずは戒厳令下の政

治的不自由や制限された中央レベルの選挙が問題と

なりました。 
 1972 年に始まった立法委員の一部改選（増加定員

選挙）や、70 年代前半に蒋介石から息子蒋経国への

権力移行が進むにつれて進んだ中央政府人事の台湾

人登用など、中華民国の体制に綻びが見えたころ、他

の社会運動にならって環境運動も民主化運動と連携

しながら、徐々に活動の空間を広げていきました。同

時に、環境運動は環境問題を選挙の争点とし、民主化

運動の候補者に選挙票をより多く獲得させることで

民主化運動を進めました。 
 このように、台湾において環境問題を考えるとき、

環境問題と環境運動を可能にする政治制度やその変

化の研究は密接不可分です。もちろん、民主化の一つ

の完成を見た 1996 年の直接総統選挙以降、民主主義

的な政治制度の中で環境アセスメントの形成、実効化

と形骸化、社会運動勢力の政界入りの功罪、リスク社

会の到来にともなう環境問題の拡大、新たに問題化し

てきたチャイナ・ファクター（台湾における中国共産

党の影響力）と環境問題など、民主化以降も政治制度

と環境問題は密接不可分の問題として研究が進んで

います。日本にいると劇的に民主主義や政治制度が変

化しないため、台湾のように多くの人が社会運動に参

加して自分で社会を変えてきたという実感は薄れま

す。社会運動は危険な存在であると政府や社会に教え

こまれ、若年層の保守化は進んでいるのが現状と言わ

れています。そんな若者たちに環境問題の何を教えら

れるのか悩むこともあります。 
 しかしそこは若者が社会運動に加わらないのが環

境問題の元凶だと説教するのではなく、日本と台湾の

歴史を見ながら日本と台湾で環境問題を誰が作り出

し、誰が解決してきたのか、もしくはしていないのか

を考える授業を行っています。そうすることが、環境

問題は問題が実体的に発生したから起こるという単

純な考えを打破し、環境問題が発生する社会の複雑さ

や地域的な多様性を分析できる思考につながるので

はと期待し、やや長い説明かと思いつつ両国の歴史を

授業でとりあげる次第であります。 
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環境配慮のための研究活動・環境に関する教育  

茨城大学環境報告書 2022    

 教育学部 准教授 郡司 晴元  
 

研究概要 
 市民と専門家をつなぐ人を育てることをめざしてきた教育学部人間環境教育課程環境コースが令和3年度で

終了しました。コースのカリキュラムを残すことはできませんでしたので、環境配慮のための研究活動の頁を

借りて平成 28 年度の科目の一覧を書き残します。 
 
研究の内容 

表１に履修基準を示します。自由履修の枠を活用し

て、学生の希望に応じた履修ができる設計でした。 
表 1．人間環境教育課程の履修基準    

科目区分 所要単位 

教養

科目 

共通基礎科目 10 

主題別科目 14～ 

合計修得単位 26 

専門

科目 

課程共通科目 16 

コース専門科目 52 

特別演習 6 

卒業研究 4 

合計修得単位 78 

自由履修 20 

卒業に必要な合計修得単位 124 

（平成 28 年度履修要項をもとに筆者作成。教養科目の      

内訳は省略。） 

主題別ゼミナールでは、最初の10回で学習スキル、

あとの５回でコース別の課題を扱いました。分野別基

礎科目では文章作成法Ⅰとして、レポートの書き方を

指導しました。 
次に表２に課程共通科目を示します。市民と専門家

をつなぐ人を育てる上で、特徴的な科目群でした。右

列は履修年次です。 
表 2．課程共通科目 

科目区分 授業科目       
履修

年次 

人間と社会を概

観する科目 

社会と思想 2 

現代のナショナリズム 2 

科学技術と社会 2 

教育実践と教師 1 

教育の本質と理念 1 

現代的諸問題に

関する科目 

現代社会の構図 2 

現代社会と行政 2 

現代の地方自治 2 

情報化社会の諸問題 2 

生活の中の環境問題 2 

子どもの遊びと体験学習 1 

現代人の健康 1 

現代社会の人間関係 2 

人間教育の心理学（Ｂ） 1 

情報・知識・技能

の収集・整理に関

する科目 

情報の収集と活用 1 

データ解析法 2 

知識解析論 1 

情報編集法 2 

情報・知識・技能

の伝達・教育に関

する科目 

技能伝達法 2 

コミュニケーション演習 2 

文章作成法Ⅱ 3 

視聴覚教育メディア論 3 

合意形成・組織運

営に関する科目 

チームワーク＆コーチング論 2 

組織の合意 2 

生涯学習論 2 

プロジェクト・マネジメントＡ 3 

プロジェクト・マネジメントＢ 3 

特別演習 

総合演習(*) 3 

○○特別演習Ⅰ 3 

○○特別演習Ⅱ 4 

プロジェクト研究Ⅰ 3 

プロジェクト研究Ⅱ 3 

プロジェクト研究Ⅲ 4 

（３）環境コースのカリキュラム 
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   プロジェクト研究Ⅳ 4 

卒業研究 卒業研究 4 

（平成 28 年度科目一覧をもとに筆者作成。総合演習、特別演習の

選択分野（知識経営、環境、スポーツ、健康、心理）に応じた文字

が付された科目を＊と○○で略記。） 

 
最後に環境コースの専門科目を示します（表

３）。 
表 3．環境コース専門科目 

科目区分 授業科目 履修年次 

環境の基礎的科目 

環境科学総論 1 

地球環境論 1 

環境科学への数学 1 

基礎生物学 1 

基礎化学 1 

基礎地学 1 

環境の教育・政策関

連科目 

環境と社会 1 

環境政策論 2 

環境倫理学 2 

公害・環境問題史 2 

コミュニティー心理学 2 

複雑系の適応行動 2 

生活環境学 2 

衛生公衆衛生学概論 2 

環境教育論 2 

環境教育演習 3 

環境の地学関連科目 

環境地球科学 2 

岩石学 3 

地質学 2 

気象学 2 

地形学Ⅰ 2 

地学実験Ａ 1 

地学実験Ｂ 1 

地学実験指導法 4 

地学野外実習 2 

環境の化学関連科目 

無機物理化学 2 

有機化学 2 

水環境論 2 

 
 

 

 

汚染化学論 3 

化学実験Ⅰ 2 

化学実験Ⅱ 2 

環境化学 2 

環境の生物関連科目 

植物学 2 

植物分類学 3 

動物生態学 2 

保全生物学 2 

動物学 3 

環境科学実験 3 

生物学実験 3 

臨湖実習 2 

生物学野外実習 2 

環境の物理・数理関

連科目 

環境数理解析法 2 

最適状態の解析法 2 

微分積分の基礎 1 

基礎物理学 1 

環境計測法 2 

物理学実験Ⅰ 1 

応用確率統計演習 3 

その他の科目 

博物館学Ⅰ 4 

博物館学Ⅱ 4 

博物館学Ⅲ（Ａ） 4 

博物館実習Ⅰ（Ａ） 4 

博物館実習Ⅱ（Ａ） 4 

（平成 28 年度科目一覧をもとに筆者作成。） 

多くの選修・コースから協力していただいていたこ

とが分かります。最後は人文社会科学部の先生方の協

力もいただきました。 

引用文献 
平成 28 年度茨城大学教育学部履修要項 
平成 28 年度茨城大学教育学部科目一覧 
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茨城大学環境報告書 2022    

理学部地球環境科学コース 准教授 長谷川 健 

 

はじめに 

火山噴火は地球上でとても頻繁に起きています。火山大国である日本では、年に一度は噴火が起きます。最

近では、福徳岡ノ場の噴火による漂着軽石が船舶や漁業に大きな損害を与えました。トンガの噴火では津波の

発生や噴煙の大気への拡散が話題となりました。これらの噴火に比べると規模は小さいですが、2014 年の御

嶽山噴火では国内で戦後最悪の犠牲者を出してしまいました。噴火現象は、人の命を奪い、経済活動や地球環

境へも深刻なダメージを与える自然現象であることが分かります。 
私たちの研究室では、火山から発生する噴火の推移予測やリスク評価に関する研究を行っています。この記

事では「電子顕微鏡・エネルギー分散型 X 線分析装置（SEM-EDS）」を用いた研究例を２つ紹介します。SEM-
EDS は、走査型電子顕微鏡（SEM）で観察した極小領域の化学組成を測定できる装置で、近年その分析能力

が目覚ましく向上しています。半導体不足・物価高騰・物流停滞の三重苦を乗り越えて、今年、理学部地球環

境科学コースに新しい SEM-EDS が導入されました。日本電子社製の最新の SEM に、オックスフォード・イ

ンストゥルメンツ社が誇る X 線検出器（EDS）および解析ソフトを搭載した、本学でも屈指の化学分析機器

です（図１）。 
 

研究の内容

１．水蒸気噴火の推移を予測する 
御嶽山の 2014 年噴火は、マグマを噴出しない「水

蒸気噴火」でした。一方、30 年前に雲仙普賢岳で発

生した噴火は、水蒸気噴火で開始しましたが、その後

マグマを噴出し、火砕流が多くの人命を奪いました。

いずれの噴火も水蒸気噴火で始まりましたが、その後

の推移が異なります。もし、はじめの水蒸気噴火の発

生時点で、次にマグマが出てくるのか？水蒸気噴火だ

けで終わるのか？が分かれば、その後の避難や防災に

大きく役立ちます。 
私たちは、過去に発生した噴出物のうち、①水蒸

気噴火からマグマ噴火に発展したサンプルと、②水

蒸気噴火だけで終わったサンプル、を物質科学的に

解析し、その違いを見出して将来の噴火推移予測に

役立てる研究を行っています。①と②の両パターン

の最初の水蒸気噴火のサンプルを、SEM-EDS で観

察・分析することによって、含まれる鉱物種や粒子

の特徴に違いがないかを調べます。これまでに、那

須茶臼岳や吾妻浄土平の火山噴出物を分析し、②の

パターンでは高温・酸性で安定な鉱物が多く含まれ

る、などの成果が得られています。 

 
図 1 理学部棟に導入された SEM-EDS 

 
２．過去の巨大噴火の規模を決定する 
福徳岡ノ場の噴火では軽石が 1000 km以上も漂流

し、トンガの噴火では微細な火山灰が 3000 km 以上

離れたオーストラリアに到達したことが、衛星画像か

ら明らかになっています。大規模な降灰は、空路を含

（４）SEM-EDS でアプローチする火山研究 
災害と環境リスクから人と地球を守る   
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む交通網の麻痺、停電、健康被害、そして大気汚染や

冷害をもたらします。過去の地球上では、トンガ噴火

の 100 倍以上の規模の噴火が発生していた可能性が

あり、仮にそのような噴火がいま起きたら社会や環境

に与える影響は計り知れません。 
私たちは、過去に起きたと思われる巨大噴火の火山

灰分布や規模を調べ、将来のリスク評価に役立てる研

究を行っています。軽石や火山灰は、マグマが急冷し

た「火山ガラス」でできており、その化学組成は個々

の噴火で特有の値を示します。たとえば、九州の阿蘇

山から 9 万年前に噴出した火山灰（通称 Aso-4：図

２）は、ケイ素やカリウムの含有量が高い特徴があり

ます。この特徴的な火山灰が「北海道の北見市で発見

された」と発表されると、Aso-4 噴火の規模が大きく

見直されることになります（実はこの発表があった当

時、研究者の間で「あれはウソ 4 だ」と冗談まじり

に揶揄されたという話もあります）。私たちは、世界

各地で採取した火山灰をSEM-EDSで分析し（図３）、

それぞれの火山灰の分布域を決定して、過去に発生し

た噴火の正確な規模や巨大噴火の可能性などを評価

しています。 
 

 
図 2 SEM-EDS で観察した火山灰画像 

（北海道北見市の Aso-4） 

 
 

 
図 3 ニュージーランドでの火山灰サンプリング風景 
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地球・地域環境共創機構 講師 増永 英治 
 

研究概要 

地域における環境を把握するには，当該の地域における知見だけではなく地球規模の環境や気候変動を考慮

する必要があります。地球環境を把握するには，その根幹を担う物理現象やエネルギー（運動や熱）の輸送過

程を解明することが必要不可欠です。その中でも，海や湖沼といった水圏における物理諸過程の把握は未だ発

展途上にあります。本報告では，現在実施している地球・地域の環境把握のための研究や教育について紹介し

ます。 
 

研究の内容 

1. 地球環境の研究アプローチ 
特定の地域の環境を把握する場合であっても環境

はそれぞれの地域で分断されているわけではなく，地

球全体，更には宇宙全体として連続したシステムとし

て構成をされています。よって環境の全体像の把握が

必要不可欠です。このことは 3 次元流体におけるエ

ネルギーカスケード過程が，大スケールから小スケー

ルにカスケードダウンする過程に見られるように，大

きな地球環境の事象が小スケールの人間環境に直接

的に影響しています。一方，小スケールの現象も大ス

ケールの地球規模の現象にフィードバックとして影

響しており，様々なスケールの現象が相互作用をしな

がら地球環境を形成しています。 
 しかしながら地域環境の把握を目的とした研究で

は，無限に広がる宇宙全体を対象とすることは現実的

に不可能なため，適切な領域を設定し調査・研究を実

施します。地球環境を把握する上では一般的に最も大

きなスケールとしては，太陽や月を含んだ太陽系スケ

ールです。太陽は，地球上のエネルギーのほぼ全ての

源となっているため太陽の活動を把握することは非常

に重要と言えるでしょう。人間の社会活動に必要不可

欠な石油や石炭といったエネルギー資源も，大昔

（1〜2 億年ほど前）に太陽エネルギーを利用し増殖

した植物プランクトン等の生物が堆積し形成された

資源です。また海洋における潮の満ち引きの主な要因

となっているのは，月と太陽の引力であるため太陽

系の天体の運動も重要な要素です。 

一方，最小スケールは乱流エネルギーが散逸するス

ケールで定義され私が専門とする水中では，数 mm 
〜数 cm です。大気中では，粘性の効果が小さいので

もう少し大きなスケールが最小スケールになるでしょ

う。地球上における現象の最大の時間スケールは，対

象により様々ですが最大で地球が誕生してからの時

間の約 46 億年，最小時間スケールは乱流エネルギー

散逸の点から水中では数秒〜数十秒といったところ

です。 
 したがって，地球環境を把握する研究を実施するに

は，空間スケールとして地球から太陽までの距離程度

（約 1.5 億 km）から乱流の散逸スケール（数 mm），

時間スケールとしては数億年〜数秒までの幅を考慮

する必要があります。もちろん各研究者個人の研究で

全てのスケールを網羅することは非現実的なので対

象領域のスケールにフォーカスすることになりますが，

背景の知識としては，提示したような様々なマルチス

ケールでの現象を把握している必要があります。 

大学における教育では，地球環境に携わる技術者

や専門家を教育するのであれば，これらのマルチス

ケールの知識をもった人材を育成すべく教育を行う

べきでしょう。特に学術業界でも近年，各研究分野

が対象とする複数のスケールの研究を統合させた研

究が推進されていることも事実です。 
 

2. 日本沿岸海域における研究 
私は，様々スケールを 
 

（５）地球・地域における水圏環境の教育と研究 
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統合した研究を実施し地球環境を解明するという

動機のもと，実地観測や数値シミュレーションと

いった手法を用いて研究を進めています。最新の研究

の一例として，日本本州南岸海域における研究成果を

紹介します。図-1 は，夏季及び冬季の本州南岸海域

の海洋中の乱れの強さを 50km より大きい及び小さ

いスケールに分解し図示した結果です（赤が強いほど

反時計回りの循環が強く，青色が強いほど時計回りの

循環が強い）。大スケールの乱れは夏季及び冬季で大

きな差はないが，50km より小さいスケールでは，そ

の違いが顕著に表れていることがわかる。このような

小スケールの渦構造が潮汐流や黒潮と相互作用を起

こし，海洋環境全体のエネルギー収支や物質輸送に影

響していることを明らかにしました。 

 また研究室では，海洋のみならず河川や湖沼を対

象にマルチスケールな観点から研究を推進していま

す。私が教育を担当している工学部都市システム工

学科の土木や建築分野においても，様々なスケール

の現象を専門とする研究者の知見を統合させること

で今後の研究及び教育活動の推進が期待されます。 
 
参考文献 
Masunaga, E., Uchiyama, Y., Zhang, X., Kimura, W., & Kosako, T. 
(2022). Modulation of submesoscale motions due to tides and a 
shallow ridge along the Kuroshio. Deep Sea Research Part I, Vol. 
186, 103828. 
 

 

 

 

 
 
 
 
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
図-1. 最近の研究成果として報告した日本本州南岸海域の渦構造．左，右段にそれぞれ夏季と冬季，上，下段

にそれぞれ大スケールと小スケールの渦構造を示す (Masunaga et al., 2022)． 
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農学部地域総合農学科 助教 池田真也 
 

研究概要 

2015 年に国連が打ち出した持続可能な開発目標（以下 SDGs）への注目が日々高まっているが、それは先

進国の間だけでなく、成長著しい新興国を多く抱える東南アジア地域も同様である。しかし、SDGs の目標は

包括的である一方でその数が多いことから、SDGs の目標である持続可能な社会に近づけたかどうかを判別す

るには恣意的な「判断」の介入が避けられない。本研究では、客観的な持続可能性の基準として知られている

新国富指標を用いて、東南アジア諸国連合（以下 ASEAN 諸国）の持続可能性を評価することを目的とした。

1990 年から 2014 年までの新国富指標を推計した結果、自然資源を多く抱える国では持続可能性が棄損され、

他方で高い経済成長を支える人工資本を蓄積した国は持続可能だった。すなわち地域レベルでの自然資源の賦

存状況に応じて取るべき処方箋が異なることを示しており、詳細な地域レベルの研究の進展が期待される。 
 

研究の内容 

ノーベル経済学賞受賞者の故ケネス・アロー博士が

理論的な裏付けを行った新国富指標（Inclusive 
Wealth Index：以下 IWI）は、国や地域レベルの持

続可能性を評価する経済指標です。経済成長の源にな

る３つの資本の合計金額として IWI を算出します。

その資本には、一般的にもイメージしやすいインフラ

や工場施設などの人工資本と、教育水準や健康状態の

程度を示す人的資本、そして農地や森林などの自然資

源の程度を示す自然資本から構成されます。簡単に言

えば、この新国富は地域にある目に見えない貯蓄であ

り、地域住民が享受する豊かさの源とも言えます。住

民一人当たりの貯蓄が増えているならば、その地域は

豊かになっていると言えるでしょう。経済学では、そ

の状況を持続可能と考えるのです。したがって、一人

当たりの IWI が増加しているのであれば持続可能で

あるし、逆に減少していれば持続可能でないと判断が

できます。 
今回我々は経済成長が著しい一方で自然環境保全

にも関心が高い ASEAN 諸国に着目し、IWI を使っ

てその持続可能性を評価しました（詳しくは Endo 
and Ikeda (2022)をご参照ください。以下ではその概 
要をご紹介します）。 
我々はまず、IWI に占める自然資本の金額の比率

で ASEAN 諸国を２つに分類しました。その比率が 

 
50％を超えている高自然資本比率国（High natural 
capital share countries）にはカンボジア（同72.6％）・

マレーシア（同 67.5％）・ラオス（同 57.4％）・イン

ドネシア（54.8％）が該当します。一方で低自然資本

比率国（Low natural capital share countries）はベ

トナム（同 35.9％）・タイ（同 19.2％）・フィリピン

（同 8.5％）・ミャンマー（同 8.1％）です。一概に低

自然資本比率国が資源を浪費して経済成長している

国というわけではありません。タイを除けば一人当た

りの GDP（2014 年時点）は 2000 ドルを切っていま

すし、高自然資本比率国のマレーシア・インドネシア

は 2000 ドルを上回る水準です。 
これらの国々の IWI の成長率を示したのが図 1 で

す。ここから分かることは、高自然資本比率国の IWI
が 2005 年頃までマイナス成長であり、持続可能では

なかったという点です。一方で、低自然資本比率国は

1990 年以降、堅調に IWI を成長させており、持続可

能な状態でした。両者を合わせると常に IWI が成長

していたので言い方を代えれば、高自然資本比率国の

マイナスを補うように低自然資本比率国の IWI が成

長していたともいえます。このように高自然資本比率

国の持続可能な発展は難しい状況であったことがデ

ータからはっきりと分かります。 
では、その要因は何だったのでしょうか。安易に答

（６）ASEAN 諸国の持続可能な発展に関する経済評価指標の精緻化 
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えを出せないこの問題を解決するためには、州レベル、

市レベルといったミクロなスケールで地道な実証研究

を積み重ねる必要があります。その一つの試みとして、

高自然資本比率国の 1 つであるインドネシアを対象

として、JICA 緒方研究所の研究プロジェクトを実施

しています（「開発途上国の持続可能な開発に係る研

究～Inclusive Wealth Index を用いた開発途上国の

持続可能性評価と持続可能なインフラ開発の成功要

因の検討～（2022 年 3 月開始。主査：遠藤慶；池田

真也）」）。 
 
 

引用文献 
Endo, Kei, and Shinya Ikeda. 2022. “How can 
developing countries achieve sustainable 
development: implications from the inclusive 
wealth index of ASEAN countries.” International 
Journal of Sustainable Development & World 
Ecology. 29(1): 50-59.  
Managi, Shunsuke, and Pushpam Kumar. 2018. 
Inclusive Wealth Report 2018: Measuring 
Progress Towards Sustainability. ROUTLEDGE 
 

図 1 一人当たり IWI の年間成長率（縦軸, %）の推移（1990-2014 年） 

注）High NC Share Countries は IWI 内の自然資本の比率が 50％を超える ASEAN 諸国の４か国、一方で

Low NC Share Countries は同比率が 50％以下の国々である。 
出所）Managi and Kumar (2018)および Endo and Ikeda (2022)。 
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（１）サステイナビリティ学教育プログラム 
 

教育プログラムの特色 

2009年度から開始した茨城大学大学院サステイナ

ビリティ学教育プログラムは、修士課程学生を対象と

した全 4 研究科横断型の教育プログラムです。低炭

素社会や循環型社会、自然との共生など持続可能な

社会をつくるための幅広い知識と専門知識の両方を

持った専門家の育成を目指しており、茨城大学地球・

地域環境共創機構(GLEC)や一般社団法人サステイナ

ビリティ・サイエンス・コンソーシアム（SSC）と連

携した教育活動を実施しています。 
 地球システム、社会システム、人間システムに関す

る「基盤科目」だけでな

く、ベトナムやタイでの

「国際実践教育演習」、

常総市、茨城町等での

「国内実践教育演習」を

はじめとする「演習科目」

 
が設置され、専門性の垣根を越えた教育や実践の場が

あります。さらに東京大学、京都大学、大阪大学、国

連大学の SSC 参加大学との共同講義「サステイナビ

リティ学最前線」等への参加機会があります。 

修了認定証 

 所定の単位を修得した

大学院生には、所属専攻の

修士号とともに「サステイ

ナビリティ学コース/プログ

ラム修了認定証」や「SSC
共同教育プログラム修了認

定証」が授与されます。12
年間で 229名の修了認定者

が輩出されています。 
 

 

 
サステイナビリティ学教育プログラムの修了者数 

注) 左：茨城大学サステイナビリティ学教育プログラム/右：SSC 共同教育プログラムの修了者数をそれぞれ示す。 

 

2-2 環境に関する教育 

  2010 2011 2012 2013 2014  2015  2016 2017 2018 2019 2020 2021 

合計 30/30 40/35 21/21 30/30 18/17 12/13 19/16 16/17 12/10 13/13 8/8 10/10 

理工学研究科 
(工学系コース) 4/4 4/4 6/6 6/6 3/3 3/3 5/5 9/9 6/6 - - - 

人文科学研究科 0/0 5/0 1/1 1/1 1/0 0/0 3/0 1/1 2/0 2/2 2/2 2/2 

教育学研究科 11/11 8/8 4/4 9/9 10/10 3/3 3/3 0/0 1/1 1/1 0/0 1/1 

理工学研究科 
(理学系プログラム) 8/8 7/7 5/5 10/10 4/4 6/6 2/2 5/5 2/2 2/2 0/0 1/1 

理工学研究科 
(工学系プログラム) - - - - - 0/1  4/4 0/1 0/0 9/9 5/5 6/6 

農学研究科 7/7 16/16 5/5 4/4 0/0 0/0 2/2 1/1 1/1 2/2 1/1 - 
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大学院サステイナビリティ学教育プログラム 

 

2019 年度ベトナムでの国際実践教育演習(上)と常総市での国内実践教育演習(下) 
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教育拠点としての取組み 

水圏環境フィールドステーションは、国内第 2位

の面積を誇る霞ヶ浦の湖畔に位置する臨湖実習施設

です。霞ヶ浦は数万年前から約 50 年前までは海域～

汽水域でしたが、1960 年初頭の河口堰の建設によっ

て淡水化されました。その後、流域からの流入負荷

による水質悪化、治水・利水のための湖岸開発、水

辺植物帯の劣化・消失、湖底の貧酸素化、ブラック

バスやアメリカナマズなどの外来魚の侵入など、ほ

ぼすべての湖沼環境問題に直面しています。霞ヶ浦

流域の人口は約 100 万人に及び、流域の人間活動と

湖沼環境との両立が長く課題となってきており、さ

らに、平成 23 年 3月以降、福島第一原子力発電所の

事故による放射性物質の降下・蓄積という長期的に

対処すべき新しい課題も生じています。一方で、現

在でも国内有数の内水面漁獲量を維持し、きわめて

高い生物多様性を有する豊かな湖でもあり、水質改

善策や水辺植物帯の保全再生策、外来種対策などの

諸施策が講じられているほか、水環境の復元のため

に河口堰の在り方を再検討する動きも出ています。

このように、霞ヶ浦は、湖沼の自然史的理解、人間

活動による湖沼環境の変化、湖沼の健全な利用に関

 

する教育・研究の絶

好のフィールドであ

るため、本ステーショ

ンは我が国の湖沼環

境とその利用に関わ

る教育・研究を担う

施設として活動を行ってきました。 

現在、国内外において湖沼の保全と健全な利用の

重要性が認識されているなか、湖沼生態系、地質環

境に関わる基本的メカニズムを理解し、持続可能な

利用の方策・技術を生かすことのできる人材の育成

が必要となっています。さらに、湖沼フィールドワ

ークを取り入れた実践的教育・研究に対しても、生

物学や地質学にとどまらず、教育学、工学、農学、

環境科学など幅広い分野の学生に、自然を理解する

ための主体的教育の機会を与えるものとして高いニ

ーズがあります。このような背景のもと、本ステー

ションは、「湖沼環境・生態系と人の関わりを多角的

に理解する水圏環境科学フィールド教育拠点」とし

て全国の大学に開かれた活動を展開したいと考えて

います(図 1)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 湖沼環境・生態系と人の関わりを多角的に理解する水圏環境科学フィールド教育拠点の概要 

  

（２）水圏環境フィールドステーションにおける教育活動 
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公開臨湖実習等における環境教育 

本ステーションでは、全国初の臨湖実験所の教育

関係共同利用拠点として、学部生・大学院生に対し

て、湖沼の生物学や地質学に関する基礎的分野から

流域管理、外来種対策、漁業資源の持続的利用等の

応用的・発展的な教育の場を提供し、実習や演習を

中心にした教育を継続して行っております。その一

環として、毎年 8〜9 月には日本全国の学部生・大学

院生を対象とした公開臨湖実習を実施しております。

令和 3年度は例年通り計 5コースの実習を対面とリ

モートを併用しての開講を予定しておりました。実

習コースは以下のようになります。 

 

公開臨湖実習 1：巨大湖の生態系と環境問題 ―

霞ヶ浦での調査・実験から理解

する 

公開臨湖実習 2：追跡！巨大ナマズ―湖沼の外

来生物問題の最前線 

公開臨湖実習 3：堆積環境調査実習―地層や地

形の形成プロセスから過去を知

るための観察・分析法 

公開臨湖実習 4：巨大湖の生物多様性に迫る―

実践的なフィールドワークと最

新の分子生物学的手法から 

公開臨湖実習 5：巨大湖を測る―さまざまな最

新調査ツールで霞ヶ浦の環境

計測をしてみよう 

しかしながら、令和 3年度も令和 2年度に引き続

き、新型コロナウイルスの感染拡大に伴う緊急事態

宣言および外出自粛要請により、対面での講義や宿

泊を伴う実習の開催が困難となり、当初予定してい

た上記 5 課題の公開臨湖実習すべてを完全オンライ

ンでのリモート実習として開講しました。コロナ禍

において、国公立・私立大学の学部生合わせて 12 大

学、32 名、延べ 148名の受講がありました。リモー

ト開催ということで、学生さんに実際に霞ヶ浦での

フィールドワークを体感していただくことはできま

せんでしたが、リアルタイムでの生物調査の中継や

実験手順の解説、オンライン指導での参加学生さん

が住んでいる遠隔地での野外調査の実施のほか、他

大学協力教員による遠隔講義など、オンラインの特

性を生かした実習が行われました。これらの実習で

は湖沼の環境や生息する生物の研究手法の習得のほ

か、霞ヶ浦が海であった数万年前から現在までの環

境変遷や人の生活によってもたらされる環境変化が

生物群集や生態系に及ぼしている影響、湖沼の環境

問題の現状と対策などについても学習を行いました。

例年、本ステーションの公開実習では、教育学部や

農学部、工学部などに所属し、湖沼に関する授業を

受けたことがない学生さんが受講されており、普段

の授業で学ぶことが少ない学習内容に触れ、湖沼環

境を多角的な視点から調べ、考え、理解するための

方法を身につけてもらえればと考えています。 

また、本ステーションでは公開実習以外にも、学

内生向けの実習（図 2）や他大学の実習、小中高生の

課外授業、また、一般向けの自然観察会（図 3）など

も実施しており、多様な学習の機会を提供していま

す。今後も霞ヶ浦周辺地域をフィールドとした環境

教育を継続して進めていきたいと考えています。 
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図 1 リモート実習での湖沼調査の様子。採集道具や分析試薬を受講生に送付し、各自調査を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 本学理学部の実習風景。感染対策のためオンラインでの講義と日帰りでの野外調査を併用した。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 北浦沿岸で一般向けに行った自然観察会の様子。投網による魚類採集の実践や採集された魚類 

の生態解説を行った。
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 水圏環境フィールドステーションにおける教

育・研究施設利用の現状 

平成 25 年度の拠点認定以降、他大学等による共

同利用校数が 20校、共同利用者数が延べ 510人・

日へと急増し、その後令和元年度まで同程度で維持

されているなど、順調な利用実績が得られてきまし

たが、令和 2 年度は新型コロナウイルスの感染拡

大に伴う緊急事態宣言および外出自粛要請により、

対面講義や宿泊を伴う実習の中止、ステーション所

属学生の入構制限、職員のテレワーク推進等が行わ

れ、施設利用者数は大幅な減少となりました。令和

3年度も引き続き新型コロナウイルスの影響を受け

て実習の一部中止などがありましたが、リモート型

オンライン実習の導入を図るなどの対策により、共

同利用校数・共同利用者数ともに回復の傾向が見え

てきました(図 4、表１)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 拠点認定前と認定後における総利用者数、共同利用校数、共同利用者数および公開臨湖実習参加者数の推移グラフ 

 

表 1 平成 22 年度～令和 3 年度における総利用者数、共同利用校数、共同利用者数および公開臨湖実習参加者数の表。 

      本ステーションは平成 25 年 8 月より教育関係共同利用拠点に認定されている。 
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3-1 組織図 

 大 学 概 要 
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3-2 所在地 

主なキャンパス 

・水戸キャンパス 

〒 310-8512   水戸市文京２−１−１ 

・日立キャンパス 

〒 316-8511   日立市中成沢町４−１２−１ 

・阿見キャンパス 

〒 300-0393   稲敷郡阿見町中央３−２１−１ 

・東海サテライトキャンパス 

〒 319-1106   那珂郡東海村白方１６２−１ 

■水戸キャンパス 
事務局 

人文社会科学部、教育学部、理学部、図書館、全

学教育機構、アドミッションセンター、保健管理セン

ター、全学教職センター、IT基盤センター水戸分室、

機器分析センター、地球変動適応科学研究機関、

社会連携センター、国際交流会館 

■阿見キャンパス 
農学部、農学部附属国際フィールド農学センター、図

書館農学部分館、IT基盤センター阿見分室、遺伝子実

験施設、社会連携センター阿見分室 

■日立キャンパス 
工学部 

図書館工学部分館、IT 基盤センター、社会連携セ 

ンター日立分室 

①教育学部附属幼稚園・教育学部附属小学校 
〒310-0011 水戸市三の丸 2-6-8 
 
②教育学部附属中学校 
〒310-0056 水戸市文京 1-3-32 
 
③教育学部附属特別支援学校 
〒312-0032 ひたちなか市津田 1955 
 
④広域水圏環境科学教育研究センター 
〒311-2402 潮来市大生 1375 
 
⑤理学部附属宇宙科学教育研究センター 
〒318-0022 高萩市石滝上台 627-1 
 
⑥五浦美術文化研究所 
〒319-1703 北茨城市大津町五浦 727-2 
 
⑦大子合宿研修所 
〒319-3555 久慈郡大子町下野宮 5653-10 

■東海サテライト 
キャンパス 

フロンティア応用原子科学研究センター 

東海サテライトキャンパス 

大 

学 

概 

要 
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●収入（2021 年度）              ●支出（2021 年度） 
 
 
 

 

2021 年 5 月 1 日現在 
（単位：人） 

 
 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 

学部生  6,976  6,895  6,818  6,733  6,729 

大学院生  1,134  1,142  1,166  1,135  1,178 

大学院生（連合農学究科）    37     31    32    32    31 

専攻科生（特別支援教育特別専攻科）    19    25    19    14    13 

科目等履修生・研究生等     95    99    93    48    83 

教育学部付属学校園 児童・生徒  1,239  1,235  1,230  1,231  1,208 

常勤教職員   910   926   914   907   903 

合 計 10,410 10,353 10,272 10,100 10,145 

 

3-3 土地・建物面積 

  土地    建物 

 
■水戸 

日立 

 阿見 

 

3-4 財 政 

3-5 学生・教職員数 

338,899 

149,619 

334,260 

822,778 ㎡
120,491 61,136 

28,062 

209,689 ㎡
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4-1 茨城大学環境方針 

 

 
基本理念 

茨城大学は、人材育成と学術研究を通じて高度の専門的な職業人を養成す

ることにより、社会の持続的発展への貢献を目指している。その為に、「地球環

境問題」は優先的に取り組まなければならないグローバルな課題と認識し、本

学でのいかなる活動においても環境負荷の低減に努め、環境教育の実践と環

境保全や改善に関する研究を積極的に推進していく。 

 

行動方針 

・茨城大学は、環境に関する教育・研究の推進に努め、また、その教育・

研究を生かした地域社会やその他関係者とのコミュニケーションを積

極的に展開する。 

・茨城大学は、本学での教育・研究及びその他あらゆる活動に伴って生

じる環境負荷の低減に努める。 

・茨城大学は、教職員及び学生等の大学構成員が協力し合い環境保全体

制を構築し、快適な環境が持続されるように努力する。 

・茨城大学は、本学での教育・研究及びその他あらゆる活動において、

環境に関する法規、規制、条約、協定などを遵守する。 

・茨城大学は、この環境方針を本学における全ての人々に公開・認知させ、

広く実践していく。 

 環境マネジメントシステムの概要 

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム 
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4-2 グリーン化推進計画概要 

茨城大学長 

低炭素活動実践計画 

              【 目 標 】 

◇茨城大学（以下「本学」という。）の事務及び事業に伴う温室

効果ガス（CO2）排出量を、2010年度に比べて 2020年度に少な

くとも１０％削減することを目標とする。 

◇本実践計画の目標は、取組みの進捗状況や温室ガスの排出量の 

 状況などを踏まえ、一層の削減が可能である場合に見直すこと

とする。 

茨城大学環境方針 
基本理念・行動方針 

茨城大学グリーン化推進計画 

財務施設委員会 

化学物質の安全・適正管理計画 
             【 目  標 】 
◇化学物質の環境と健康に及ぼす影響を考慮し、より厳正な管理

手法について定める。  

環境教育の推進 
■学生への教育と普及 
■学生による環境活動 
  への取組み 
■附属学校での環境教 
育の実践 

環 境 に 関 わ る 
研究活動の推進 

■重点研究、推進プロ 
 ジェクト等を通じた 
 環境に関する研究の

推進 
■研究活動に対する財

政的支援 

エネルギーのグリーン化計画 
■自然エネルギーの導入 
 ◇バイオ燃料、燃料電池、太陽光発電、 
  風力発電の導入 
 ◇水の有効利用 
 ◇新築、改修等にあわせて自然エネル 
  ギーの利用を推進 
■省エネルギーの推進 
 ◇施設の利用及び管理にあたっての配慮 
 ◇施設・設備の改善 
 ◇施設の新築･改修等にあたっての配慮 
 ◇事務･事業にあたっての配慮 
 ◇キャンパスの緑化 

グリーンコミュニケーションと
学生・教職員及び地域社会への
発信等 
■環境シンポジウム、セミナー、講

演会等の開催 
■教職員、学生による地域社会との 
 環境配慮活動の推進 
■民間企業との連携 

職員に対する研修等 
■環境問題に関する研修会の提供、 
 情報提供 
■環境活動への職員の積極的参加の 
 奨励 

化学物質等の廃棄 
■法令を順守した化学

物質有害廃液の処理 
■環境影響のない空容

器の廃棄 

化学物質の  
登録・管理  

■化学物質等の管理シ

ステムへの登録管理 
■上記以外は化学物質

取り扱い管理台帳、

毒物・劇物受払簿で

管理 
■化学物質取り扱い状

況の定期点検と棚卸

し 
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２０２１年度の主な取組み活動 

① 各団地の電力供給について、電力に係る CＯ2 排出係数が低い特定規模電気事業者と契約しました。 

② 照明器具の更新についてはＬＥＤ照明器具を使用し、空調機についても省エネ型の空調機に更新し空調制

御機能を活用して電力節減対策を行いました。 

③ クールビズやウォームビズの実施や一斉休業の実施、空調機使用による適正室温維持の周知を行い光熱

水量の縮減に努めました。廊下やトイレ等の照明器具については、人感センサーや明るさセンサーによる照明

制御の導入を順次行いました。 

④ 工学部Ｓ３棟、附属中学校校舎の改修に伴い照明をＬＥＤ照明に更新して、電力節減対策を実施しました。 

⑤ 工学部Ｓ３棟、附属中学校校舎、理学部Ａ棟、共通教育棟１号館、農学部図書館講義棟の空調機を省エ

ネタイプの空調機に更新しました。 

 

環境目標と実施内容 

目的 目標 実施内容 実施状況 

電気使用量の低減 前年度比１％低減 

毎月の電気使用量をキャンパス毎に公表し、節電の

励行を呼びかける 
◎ 

全学一斉休業の実施 ◎ 

水使用量の低減 前年度比１％低減 

毎月の水道水使用量を、キャンパス毎に公表し、節

水の励行を呼びかける 
◎ 

使用量を毎月確認し、漏水の早期発見に努める ◎ 

トイレの擬音装置の導入 ◎ 

ガス使用量の低減 前年度比１％低減 
毎月の都市ガス使用量を、キャンパス毎に公表し、

空調設備の適正な温度設定の励行を呼びかける 
◎ 

紙使用量の低減 前年度比１％低減 

機器更新時に両面プリンターの導入の促進 ◎ 

用紙の両面利用（コピー、プリント）の促進 ○ 

情報端末機器を利用したペーパーレス会議の促進 ○ 

学内連絡などの学内 LAN 利用の促進 ◎ 

廃棄物排出の低減 
前年度比１％低減 

廃棄物の適正処浬 

封筒再利用の促進 ◎ 

学内広報誌による紙・消耗品の再利用・完全利用の

促進 
◎ 

再資源可能ゴミの再資源化 ◎ 

環境管理体制の確立 
学内組織の見直し

充実 

グリーン化推進委員会の推進、充実 ○ 

ＩＳＯ環境マネジメントシステム導入の検討、準備 △ 

＊実施状況   ◎：全学で実施   ○：ほぼ実施   △：未実施・検討中 

4-3 目標と実施状況 
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 水戸・日立・阿見キャンパスのエネルギー・資源投入

量及び本学の事業活動による環境負荷排出量を示

します。 

総温室効果ガス排出量の約 78％は電力で占めら

れており、節電やエコラベル製品への代替、高効率

型照明器具への取替えなどで今後も環境負荷低減

を推進します。 

 

 

  

 ■総エネルギー投入量 ■化学物質移動量 ■総物質投入量（コピー用紙） 

  電  力 11,486MWh （PRTR 対象物質） 2,424.2kg   A３       195 千枚 

  都市ガス 628km3     A４      5,440 千枚  

  プロパンガス  1.83km3     B４       174 千枚 

  重  油 0kl ■水資源投入量    合 計   5,809 千枚 

  ガソ リン  7.3kl 上水道        106,519 m3    

  井戸水     1,016 m3   

  合 計    107,535 m3   

    

 

 

 

 

 

 

 

 

■温室効果ガス（t-CO2）排出量 

 

   ■総排水量 

 

■廃棄物など総排出量 

電  力 5,077       107,535m3 可燃ごみ 284.8t  

都市ガス 1,394   不燃ごみ   64.9t 

プロパンガス 11   合 計 349.7t 

重  油 0     

ガソ リン 17   【CO2 換算係数】  
合  計 6,499-CO2   電  力 0.474 ㎏-CO2 / Wh 

    都市ガス 2.23 ㎏-CO2 / km3 

    重 油 2.71 ㎏-CO2 / L 

    ガソリン 2.32 ㎏-CO2 / L 

    プロパンガス 6.0 ㎏- CO2 / m3 

 

 

4-4 マテリアルバランス 

学
内
活
動 

OUTPUT 

ＩNPUT 
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 下図は茨城大学における環境マネジメントの概要を示したものです。

本学においてはマネジメントの基本である P-D-C-A を各々の部署が

役割を分担して、マネジメントを推進しております。 

 

 

4-5 環境管理体制 

環
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茨城大学が適用を受ける主な環境関連法規制の環境関係法令は下記のとおりです。 

本学では、2021 年 4 月 1 日から 2022 年 3 月 31 日までの間に、環境に関する訴訟や科料が科せられた事

例はありませんでした。 

（1）取り組みおよび対応状況 

環境に関する法規制については、法令、茨城県条例、関係市条例、学内規程などの順守はもとより、地域の動

向を考慮 し、積極的に対応しています。 

（2）主な環境関係法令 

①公害関連法規制 

大気汚染防止法、水質汚濁防止法、下水道法、土壌汚染対策法など。 

②エネルギー関連法規制 

エネルギーの使用の合理化に関する法律、地球温暖化対策の推進に関する法律など。 

③廃棄物関連法規制 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、PCB 特別措置法、建設リサイクル法など。 

④フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律 ( フロン排出抑制法 ) 

⑤化学物質関連法規制 

労働安全衛生法、PRTR 法、高圧ガス保安法、毒物及び劇物取締法など。 

⑥放射性同位元素関連法規制 

放射線障害防止法、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律など。 

⑦グリーン調達関連法 

グリーン購入法、環境配慮契約法など。 

⑧環境情報開示関連法 

環境配慮促進法 

⑨建築物関連法 

建築基準法、消防法、水道法、下水道法、浄化槽法など。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 環境に関する規制順守の状況 

法規制順守などの状況 
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本学の研究室などで使用された化学物質などの廃液は排出場所ごとに回収され産業廃棄物（又は、

一部特別管理産業廃棄物）として専門業者により適正に処理されています。 

 

  茨城大学の化学物質管理は、PRTR 法（「特定化学物質の環境への排出量の把握など及び管理の改善の

促進に関する法律」）や、労働安全衛生法、消防法、毒物及び劇物取締法への対応、および環境マネジ

メントシステム構築への対応も考慮し、化学物質管理システムを導入し、薬品のビン 1本 1本に管理用

番号（バーコード）をつけ、各研究室で「いつ」、「誰が」、「どこの」、「何を」、「何のために」、「どれだ

け購入したか、どれだけ使ったか」を正確に記録し、管理しています。 
このシステムは学内ネットワークに接続され研究室のパソコンから化学物質の入力が可能です。 

PRTR 法届出関係 

2021年度1年間水戸・日立・阿見の各キャンパスでは、PRTR 法に基づく化学物質の使用量や移動量

の届出量に達する化学物質はありませんでした。 

  各キャンパスで使用した PRTR 法特定第一種指定化学物質及び第一種指定化学物質は下記の表の通り

です。 
 

   PRTR 対象物質一覧 
 

2021 年度 

排出量（kg） 

水戸 日立 阿見 合計 

 特定第一種指定化学物質 21.4 2.2 1.6 25.2 

 第一種指定化学物質 384.5 1,796.9 217.6 2,399.0 

 合 計 405.9 1,799.1 219.2 2,424.2 

 

 

本学の排水系統は、キャンパス構内で雨水排水、生活排水、実験洗浄排水の 3つに分割して管理して

います。生活排水と実験洗浄排水はキャンパス内の最終桝にて合流し、雨水排水は単独で都市排水路か

ら公共水域へ排水しています。 

水戸・日立・阿見キャンパスの実験洗浄排水は pH 監視を経て、生活排水と合流し公共下水へ接続し

ています。各キャンパスでは、生活排水と実験洗浄排水が合流する最終排水枡で、専門業者に依頼し、

水質分析を行っています。排水基準を満たさない pH の場合には、公共下水道に流さないように措置し

ています。 

また、３キャンパス以外の施設においては雨水排水、生活排水の２つに分割して管理しており、生活

排水は、公共下水に接続している施設と浄化槽で処理している施設があります。公共下水に接続してい

る施設は、教育学部附属幼稚園、小学校、中学校、各学生宿舎、各職員宿舎、広域水圏環境科学教育研

究センターであり、その他の施設は浄化槽で処理したのち公共水域に排水しています。 
 

本学では、暖房用重油だきボイラーが教育学部附属中学校、特別支援学校に各１基ずつ設置されてい

ましたが、2015 年度に個別空調設備を各教室に設置したため、ボイラーは 2015年度から使用しておら

ず、ボイラーの排気ガス対策は不要となりました。  

  

実験廃液 

化学物質の排出量・移動量およびその管理の状況 

排水の水質対策 

ボイラー排気ガス（硫黄酸化物 SOx、窒素酸化物 NOx）対策 

環
境
に
関
す
る
規
制
順
守

の
状
況 
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本学では、水戸キャンパス理学部ＲⅠ施設、阿見キャンパス農学部ＲⅠ施設で、放射性同位元素など

を用いた教育研究を行っています。上記 2施設は原子力規制委員会から放射性同位元素などの使用承認

を受けています。 

法に基づき、年 1回放射線管理状況報告書を原子力規制委員会へ提出しています。また、各施設は法

に基づき、毎月 1回、表面汚染密度測定、空間線量当量率、空気中放射性物質濃度測定を専門業者に依

頼して行っています。2021年度の毎月の測定結果は全て基準値内であることが確認されています。 

 

本学では、水戸キャンパス、日立キャンパス、阿見キャンパスで国際規制物資（核燃料物質）を管理・

保管しております。これらの物質については原子力規制委員会より国際規制物資の使用承認を受け、法

に基づき、年 2回核燃料物質管理報告書を原子力規制委員会に提出しています。 
 

茨城大学では周辺汚染のないように PCB 廃棄物（高濃度、低濃度）を 2014 年度に処理会社に委託し

て処分し、2017年 3月に低濃度 PCB廃棄物が含まれていることが判明した高圧コンデンサについても、

2018年 1月に処理会社に委託し処分しました。 

なお、2018年 3月及び 2021年 3月に実験用小型コンデンサ類に低濃度 PCB廃棄物が含まれているこ

とが判明したため、周辺汚染がないように管理しています。 

また、処分については、判明した一部を 2020 年３月及び 2022年 3月に処理会社へ委託し、処分しま

した。 

1997年 8月に大気汚染防止法施行令の改正などが行われ、ダイオキシンの排出規制基準が定められま

した。 

当時、茨城大学では、水戸・日立・阿見キャンパスに可燃ごみ用の小型焼却炉、また、阿見キャンパ

スでは中小動物専用の小型焼却炉もありました。これら既設の焼却炉は、2002年度からさらに規制が強

化され、焼却炉も老朽化したことから、2001年度に全学の焼却炉の使用を禁止、可燃ごみの処理につい

ては全て専門業者への外注処分としました。その後、焼却炉を廃止しました。 

また、大学キャンパス内での焼却によるダイオキシンの発生を防止するため、構内清掃時の落ち葉や

ごみのたき火による焼却処分を禁止しました。 

 

 

 
 

 

 

 

 

ダイオキシン対策 

PCB 廃棄物の取扱い 

放射性同位元素 

国際規制物資 
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電力使用量については毎月の使用量を学内会議などで

開示しています。2021年度は2020年度に続き新型コロナ

ウイルス感染症対応による施設の休館や教育・研究活動

が制限されたことがありましたが、約1.5％の増加となりま

した。今後も引き続き各キャンパスで節電省エネ活動を行

います。 
 

 

 

 
本学のキャンパス施設は茨城県内に分散しており、キャ

ンパス間の連絡等のための業務用自動車（自動車、マイク

ロバス等）が使用されています。2021年度は2020年度に続

き新型コロナウイルス感染症対応による教育・研究活動が

制限されたことにより、ガソリン使用量は前年度比約21％

の減少となりました。引き続きアイドリングストップの励行、

テレビ会議システムの利用促進等を図り使用量の低減を

推進します。 

 

 

 
都市ガス使用量については毎月の使用量を学内会議

等で開示しています。2021年度は2020年度に続き新型コ

ロナウイルス感染症対応による施設の休館や教育・研究

活動が制限されたことや、都市ガス使用の主要機器であ

るガス式空調機について、省エネ機器に更新するなどして

約3％の削減となりました。今後も引き続き各キャンパスで

省エネ活動を行います。 

 

 
温室効果ガスについては年間の排出量を環境報告書

等で開示しています。総排出量の約78％は電力で占めら

れており、LED照明等の高効率機器への更新を行ってい

ます。2021年度は2020年度に続き新型コロナウイルス感

染症対応によりエネルギー使用量はコロナ前に比べ削減

されているが、温室効果ガス排出量は前年度に比べ若干

の増加となりました。今後も引き続き排出量の低減を推進

します。 
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水使用量（上水道）については毎月の使用量を学内会議

等で開示しています。2021年度は2020年度に続き新型コロ

ナウイルス感染症対応による施設の休館や教育・研究活動

が制限されたことにより、全体では約3％の削減となりました。

引き続き、節水活動の推進に努めます。 

 

 

 
総排水量絶対値は、水戸・日立キャンパスは上水道使用

量で、阿見キャンパスは上水道+井戸水使用量です。総排

水量については、「５ 水使用量」に記載した内容が反映さ

れています。 

 

 
 

阿見キャンパスでは、トイレの洗浄水等の用途に井戸水

を使用しています。2021年度は2020年度に続き新型コロナ

ウイルス感染症対応による施設の休館や教育・研究活動が

制限されたことにより井戸水の使用量は前年度比約2％の

削減となりました。引き続き、節水活動の推進に努めます。 
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全学で紙類の分別回収（リサイクル）を行い可燃ごみ廃

棄物の削減に努めましたが、前年度比約1％の減少となり

ました。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
全学でペットボトル・空き缶・空き瓶の分別回収や、

学内 LAN の掲示板に事務用機器の不用品の再利用の

掲示を行う等、不燃ごみ廃棄物の削減に努めております

が、前年度比約 3 倍の増加となりました。日立地区の増

加要因は改修工事に伴う不要物品の廃棄となります。 
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前年度に引き続き、コピー時の両面印刷の徹底、ペーパーレス会議の利用促進等を行っています。2021年度は2020年度に続き新型

コロナウイルス感染症対応によるリモートワーク及びオンライン授業・会議などにより、総購入量はコロナ前に比べ削減されているが前年

度比約27％の増加となりました。書類の電子化、必要最低限のコピー枚数使用や使用済みの紙の二次使用などペーパーレス化を推進

し、使用量を削減します。 
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10 グリーン購入・調達  
2021 年度は、おおむね 100%となりました。 
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実験廃液は、各キャンパスで専門業者に処理を依頼しています。各キャンパスで年度ごとの処理量の増減があるのは、実験・研究内容の変化に

よるものです。 
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茨城大学 2022 環境報告書は、環境省「環境報告ガイドライン 2012」に基づき作成されました。下の表はガイドライ

ンで記載が求められている 5 分野の項目と、本報告書で記載した項目との対照表です。 

 
 

 

環境報告の基本的事項 

１．報告にあたっての基本的要件   
（１）対象組織の範囲・対象期間 目次頁  
（２）対象範囲の捕捉率と対象期間の差異 26、27  
（３）報告方針 目次頁  
（４）公表媒体の方針等 目次頁  

２．経営責任者の緒言 1  
３．環境報告の概要   

（１）環境配慮経営等の概要 29～31  
（２）ＫＰＩの時系列一覧 37～40  
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２．環境情報の第三者評価等 41  
 

 環境省ガイドラインとの比較 

評価者         2022 年 9 月 

 
・環境マネジメントシステム審査員(JRCA) 

・技術士（環境部門） 

・環境カウンセラー（事業者部門） 

環境報告書の記載項目  記載頁    記載がない場合の理由他 

 

評価者コメント  
本報告書全体を通じて、環境省「環境報告ガイドライン 2012」を十分に考慮し、準拠性のある内容が

記載されていることを確認しました。また、環境報告書の専門家による第三者評価も継続して行われ報告
書の信頼性の向上に努めていることを評価します。 

環境関連のコンプライアンスについては化学物質の PRTR 管理、排水管理等においても適切に管理さ
れています。環境影響については主要な電気、水、ガス、廃棄物の低減目標を達成しており、学生、教職
員の日常の活動の成果であると評価します。また、国内外で活動が展開されつつある SDGs への取り組み
については本学の教育、研究活動と SDGs 目標との整合性についても評価を行っています。 
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お問合せ先 

茨城大学財務部施設課（事務担当） 

〒310-8512  水戸市文京 2-1-1 

TEL 029-228-8047 

e-mail  sk_kanri@ml.ibaraki.ac.jp 

 

メンバー：  蓮井 誠一郎 ＧＬＥＣ 教授・学長特別補佐（SDGs 推進） 

青木 香代子 全学教育機構 准教授 

星   純子 人文社会科学部 准教授 

石原 研治 教育学部 教授 

西川 浩之 理工学研究科（理学野） 教授 

吉田 友紀子 理工学研究科（工学野） 助教 

高瀬  唯 農学部 講師 

岡野 修久 財務部 契約課長 

中島 慎二 財務部 施設課長（※ＷＧ座長） 

mailto:e-mail%E3%80%80%E3%80%80sk_kanri@ml.ibaraki.ac.jp


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

ブロンズ像「フローラ－花の女神－」 
茨城大学創立 70 周年を記念して本学卒業生の彫刻家 能島征二氏（日本

芸術院会員）よりブロンズ像が寄贈され、令和元年 5 月 21 日に水戸キャ

ンパスの図書館前に設置しました。この作品は、両腕に布を持ち、しな

やかに女神が舞う姿を表現しています。 
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